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３９ 環境と経済が好循環する低炭素社会づくりについて 

（財務省、環境省、経済産業省、国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（背景） 
○ ２０２０年の温室効果ガス排出量を１９９０年比２５％削減する中期目標の達成
については、削減率が大きく、県民生活や産業活動への影響が心配されるため、早
期に国の対策の全体像が示される必要があるが、その方針を示す地球温暖化対策基
本法案については、２０１０年３月以後継続審議となっている。 

  また、２００９年度以降、地方公共団体の地球温暖化対策に大きな役割を果たし
てきた地域グリーンニューディール基金については、その設置期限が２０１１年度
限りとなっている。 

 
○ 排出量の増加が著しい家庭部門の対策を推進するため、地球温暖化防止活動推進
センターや地球温暖化防止活動推進員の活動を活性化していくことが必要である。 

 
○ 本県では、「あいち地球温暖化防止戦略」に基づき、住宅用太陽光発電施設やエコ
カーの普及に力を入れている。また、最新の環境・新エネルギー関連技術の開発や
社会システムへの導入・普及は、地球温暖化対策はもとより、新たな市場をもたら
し、環境と経済の好循環を実現する低炭素社会づくりにつながるものである。 
 
○ とりわけ、自動車の世界的な生産拠点であり、自動車依存率が高い交通体系とい
う地域特性を有する本県では、平成２１年から本格的な市場投入が始まったプラグ
インハイブリッド自動車や電気自動車の大量普及に向けた取組や、究極のエコカー
と言われる燃料電池車の技術開発等を推進する必要がある。 

【内容】 
(1) 温室効果ガス排出量の削減に係る新たな中期目標の達成に向けて、
国民や産業界が的確に対応できる道筋・対策を早期に示すとともに、
地方公共団体の役割を明確化し、必要な財源を措置すること。 

   また、地球温暖化防止活動推進センターが安定的に普及啓発事業等
を実施できるよう、財政的な支援を行うこと。 

 
(2) グリーン電力証書やオフセットクレジット(J-VER)などを活用した
カーボンオフセット制度の普及を拡大するため、手続きの簡素化や証
書・クレジットの購入費用の税制上の優遇を図ること。 

 
(3) 太陽光発電、太陽熱利用システム、燃料電池などの先進技術及び各
種の省エネ設備の導入の大幅拡大に向けた支援の拡充を図ること。 

 
(4)  プラグインハイブリッド自動車や電気自動車など次世代自動車の
大量普及並びに充電インフラの整備等の推進に向け、支援制度の拡充
を図ること。 

＜環境首都を目指す＞ 
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（ 参 考 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

プラグインハイブリッド自動車 
(トヨタ自動車(株)提供) 

電 気 自 動 車 
(三菱自動車工業(株)提供) 

 太陽光発電設備（愛知県議会議事堂） 


